
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）　

(2)　職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
       ２　職員数は、２３年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項  

　⑴については、市長等の特別職、市議会議員や行政委員会委員等の非常勤特別職に支給される給料・報酬等、
一般職に支給される給料・諸手当（退職手当を含む。）・共済組合負担金・災害補償費などが含まれます。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。
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2　一般行政職給料表の状況(平成２４年４月１日現在)
（単位：円）

(注)給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 ( ) 円 ( ) 円

歳 円 円 円

※　一般行政職とは、部長・課長を含めた一般事務職や土木などの技術職員をいいます。

　　　　②　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 ( ) 円 ( ) 円

歳 人 円 円 円

※　技能労務職とは、学校給食調理員・清掃職員・用務員などをいいます。
※　学校給食調理員・清掃職員・用務員以外の技能労務職は、各職種３名以下のため記載していません。

　　　③　消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※　消防職員とは、消防本部に勤務する常勤の職員をいいます。
※　国においては、消防職はいません。

（注）１　「平均給料月額」とは、２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
       ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　
　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再
　　　　計算したものです。

平均給与月額
（国ベース）

公　　務　　員

331,694

307,506

368,435

385,267

345,205

366,514

386,410

396,862

323,181285,030

388,097

372,055

391,114

368,683338,736

400,914

270,465

平均給料月額
（国ベース）

338,365

380,292

372,906―

平均給与月額

378,918

425,698

平均給料月額
（Ａ）

400,012

313,931

341,643

323,756

304,944 401,789

456,200最高号給の給料月額

１号給の給料月額

７級

320,600 366,200

307,800 354,700 397,000

平均給与月額

３級 ４級 ５級

243,700

６級

289,200185,800 222,900 261,900

408,400 424,000

396,905

318,925

（国ベース）

　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定
         特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

筑後市

類似団体 351,347

職員数

43.0

平均年齢

396,649

区　　分

135,600

１級

平均給料月額

２級

373,941 349,806

区　　分

39.7

833

3,479

49.2

平均年齢

43.4

筑後市

福岡県

国

類似団体

52.7

49.7 ―

292,114

302,907

307,71625

271,734 332,429

320,458

38.6

平均給与月額平均給与月額

33.6

平均給料月額平 均 年 齢

類似団体

福岡県

国 42.8

区　　分

329,917

うち清掃職員

うち用務員

47.4

49.9

43.7

47.1

うち学校給食調理員

筑後市 40

10

5

21
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（2) 職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）

円 円 ( ) 円

円 円 ( ) 円

円 円

円

　　　１　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

高　校　卒

310,600275,300

区　　　　分

消　防　職

筑　後　市

267,700

大　学　卒

高　校　卒

技能労務職

304,200

354,600

137,500

技能労務職

一般行政職 260,100

267,700 304,200

229,300

高　校　卒

経験年数１５年

高　校　卒

297,400

222,000

消　防　職 -

区　　　　　分

222,000

高　校　卒

高　校　卒

一般行政職

144,500 144,500 140,100

経験年数２０年

－

－

経験年数１０年

149,800

144,500

172,200 163,986

133,417

国

172,200 178,800大　学　卒

福　岡　県
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）

（注）１　筑後市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

標準的な職務内容

主事補の職務

％

％

区　　分

％

12.8

27

職員数

人

55
４　級

課長補佐、参事補佐及びこれ
らに相当する職務

％

26.1

％

人

係長、主査、主任及びこれらに相当す
る職務相当の知識又は経験を必要と
する主任主事の職務

１　級

３　級 主任主事の職務

人

人

主事の職務

66 31.3

構成比

人

7.1

％

15

２　級
27

1.4

課長、参事及びこれらに相当
する職務

人

18

12.8

3
７　級 部長及びこれに相当する職務

５　級

人

％

1.勤務成績の評定の実施状況
　　管理職(部長級・課長級)は、平成20年度から人事評価制度を試行し、平成21年度から本格実施し
ています。一般職については、平成21年度から試行し、平成22年度から本格実施しています。処遇へ
の反映については、平成23年度勤勉手当から実施しており、その後昇給にも随時反映させることにし
ています。

６　級
8.5

１級, 7.1% １級, 6.7% １級, 3.8% 

２級, 12.8% ２級, 12.5% 

２級, 8.5% 

３級, 31.3% ３級, 34.1% 

３級, 34.4% 

４級, 26.1% ４級, 24.1% 

４級, 23.6% 

５級, 12.8% ５級, 12.0% 

５級, 16.0% 

６級, 8.5% ６級, 8.7% 
６級, 9.9% 

７級, 1.4% ７級, 1.9% ７級, 3.8% 

平成２４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

万円 万円

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・　役職加算 ５～１５％ ・　役職加算 ５～２０％ ・　役職加算 ５～２０％

・　管理職加算 １０～２５％ ・　管理職加算 １０～２５％
（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置＝２～１５％加算 定年前早期退職特例措置＝２～２０％加算
万円 万円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２３年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（24年４月１日現在）

万円

円

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

03

59.28

47.50 59.28

15

59.28 59.28

2,788

41.3441.34

59.28

支給対象職員数

30.55

支給実績（23年度決算）

623

47.50

 　上記のとおり人事評価制度を運用しており、管理職については、平成22年度支給分の勤勉手当か
ら評価結果を反映しています。管理職以外についても平成23年度支給の勤勉手当分から評価結果を
反映しています。

1.35

筑　　　　　後　　　　　市

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

33.50

１人当たり平均支給額（23年度）

1.45 0.65

2.60

3

福岡県北九州市

59.28

18

23.50

1.45

33.50

30.5523.50

286,710

国の制度（支給率）支給率

大阪府大阪市

福岡県福岡市 10

福岡県内の次に掲げ
る市又は町
筑紫野市、春日市、大
野城市、太宰府市、糸
島市、古賀市、福津
市、那珂川町、宇美
町、篠栗町、志免町、
須恵町、新宮町、久山
町、粕屋町

１人当たり平均支給額　　　　

支給対象地域

0.651.45

15

筑　　　　　　　後　　　　　　　市

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

0

0

57

東京都特別区 18

2

2.60

156

国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

0.65

国

―

2.60 1.351.35

１人当たり平均支給額（23年度）

128

福　　　　　岡　　　　　県

3

30

10

（23年度支給割合） （23年度支給割合） （23年度支給割合）
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 (4) 特殊勤務手当（24年４月１日現在）

万円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

万円

万円

万円

万円

風水害等の非常時
の警戒、防ぎょ、鎮
圧、救急等による現
場出動

月額　　5,000円

1回　　　200円

1回　　1,000円

通常の勤務時間帯以
外に正規の勤務時間
が2時間以上

時間帯較差手当

34

死亡人取扱い

患者の収容及び搬送

1億1,911

感染症防疫及び行
旅病人取扱い

主な支給対象業務

感染症防疫及び行
旅病人等取扱い手
当

保育所職員
税務課職員
介護保険課職員
図書館職員

1億5,954

月額　　3,000円
通常の勤務時間帯以
外に正規の勤務時間が
1時間以上2時間未満

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

全職員

主な支給対象職員

手当の種類（手当数）

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

40,310

165

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

支給実績（23年度決算）

手当の名称

救急出動手当 消防職員

11.8

1回　　5,000円

日額　　1,000円

健康づくり課職員
福祉事務所職員

44

防災従事手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

左記職員に対する支給単価
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（6) その他の手当（２４年４月１日現在）

円

円641,233

支給職員１人当たり

万円

256,409

万円 円

54,650

146,455

円1,175 万円

（２３年度決算）

異なる

家賃等が12,000円
を超える場合に支
給。最高支給限度
額27,000円

国は手当
を廃止

手　当　名
国の制度
との異同内容及び支給単価

住居手当
（借家等居住者）

部長職　給料の15%
課長職　給料の12%

異なる

異なる

2,500円

1,667

片道の通勤距離
2km以上で交通機
関の利用者は6ｹ月
定期券の価額で一
括支給。最高支給
限度額55,000円（1ｹ
月あたり）

通勤手当
（交通機関利用者）

管理職手当

同じ

俸給の特
別調整額
として定
額支給
(行政職の
最高額
139,300円)

万円

2,944

通勤距離
60km以上
24,500円
を最高支
給限度額
として13段
階に区分

（２３年度決算）
支給実績

4,513

対象(家
賃12,000
円超)及
び支給限
度額の
27,000円
は同じ。
但し、手
当て算出
の計算式
が違う。

扶養手当 同じ

配偶者13,000円
配偶者以外の子、父
母等各6,500円（配
偶者のない職員の
扶養親族のうち1人
目11,000円）。16歳
から22歳までの子に
ついては5,000円加
算

住居手当
（自家所有者・
世帯主に限る）

異なる内容

片道の通勤距離
2km以上の者で、片
道の通勤距離40km
以上、22,500円を最
高支給限度額とし
て、距離区分により9
段階に区分して支
給

異なる通勤手当
（交通用具利用者）

平均支給年額
国の制度と

7



６　特別職等の報酬等の状況（２４年４月１日現在）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円
（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円

月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　１５％　　　　

月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　１５％　　　　

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

88万円×在職月数×0.4（任期毎） 1,690万円

71万円×在職月数×0.25（任期毎）　852万円

63万円×在職月数×0.15（任期毎）　454万円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期    
           （４年＝４８月） 勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

483,000

議 長

議 員

区 分

副 議 長

期
末
手
当

（加算措置の状況）

議 長

（参考）類似団体における最高／最低額

教 育 長

880,000

任期満了時、辞職又は死亡時

　　（２３度支給割合）

404,000

市 長

副 市 長

議 員

副 議 長

退
職
手
当 教 育 長

任期満了時、辞職又は死亡時

385,000

（加算措置の状況）

　　（２３度支給割合）

任期満了時、辞職又は死亡時

報

酬

2.95

704,000

2.95

230,000

200,000

給 料 月 額 等

989,000

816,000

給

料

259,000

副 市 長 639,000

教 育 長

市 長

710,000

474,000

567,000
630,000
452,000 545,000

備　　　　考

市 長

副 市 長
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７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在、単位：人）

人
人）

人
人）

[ ] [ ] 人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職職員を含み、

再任用短時間勤務職員、臨時職員、非常勤職員を除きます。
なお、上記職員数には教育長1名が含まれます。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（類似団体の人口1,000人当たり職員数

393

＜参考＞

393
＜参考＞

7.08

・介護保険課長の兼任によるもの

△ 3

26

[0]

25

1

0

水　道 8 8

0

△ 2

6.06
9.47

小　計

0

4.05

・中学校給食委託による給食調理員
の減員及び異動
・図書館化による専任職員の配置

小　計

下水道

346

普
通
会
計
部
門

衛 生

計

292296

4

66

53

1 1

病　院　
　
　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等 その他

合　　計

53

9

教育部門

＜参考＞4
消防部門

8

9

345

　　　　　　　区　分

　部　　門

一
般
行
政
部
門

農林水産

土 木

議 会

6

労 働

3

商 工 1

4

63

職 員 数

平成23年平成24年

（類似団体の人口1,000人当たり職員数

主 な 増 減 理 由
対前年
増減数

・農業委員会事務局長の兼任によるも
の

0

・福祉事務所長の専任化
・県との交流終了による職員配置
・保育士の減員

・定住促進業務増
・運転手の補充

・税務課職員の減員

・独立行政法人市立病院派遣者引上
げによるもの

7.17

・観光業務増によるもの
・商工業務減によるもの

△ 113

総 務

税 務 △ 1

45

30

45

198

0

52

民 生 12930

030

2423

7

2525

1

0

3

50

△ 1

人口1,000人当たり職員数

人口1,000人当たり職員数

12

195
人口1,000人当たり職員数

10
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（2)年齢別職員構成の状況（２４年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（単位：人・%）

(注)１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

45

２３年

(-32.7%)

過去５年間の増減数(率)

(-5.3%)

(-18.5%)

(0%)

(-7.2%)

△ 168

(-74.4%)

普通会計計

消　防

一般行政

45

教　育 52 △ 12

346

△ 11

２４年

△ 14553

0

△ 23

195

200

292

公営企業等会計計 50

319 306 299 292

総合計

198

53

45

296

210195

345502514 499

２０年 ２１年

507

１９年 ２２年

63

38

～

40歳 44歳

201

人

43歳

30

人人

26

人

48歳36歳

45

191

5965

39

56

45 45

209 198 195

職員数
5

人

12

24歳

～ ～

42

人 人

305255

　　　　　　　年度
　部門別

47歳

～

39歳

人 人

～

51歳27歳 31歳 35歳

60歳52歳

人

～ ～

以上55歳

56歳28歳

未満

～ ～

20歳

23歳

20歳

59歳

～

計区　分

32歳

人

16

人 人

3461

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

2
0
歳
未
満

 

2
0
－

2
3

 

2
4
－

2
7

 

2
8
－

3
1

 

3
2
－

3
5

 

3
6
－

3
9

 

4
0
－

4
3

 

4
4
－

4
7

 

4
8
－

5
1

 

5
2
－

5
5

 

5
6
－

5
9

 

6
0
歳
以
上

 

構成比 

５年前の構成比 
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８　公営企業職員の状況

１　水道事業

（参考）

万円 純利益 万円 万円 ％ ％

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
       ２　職員数は、２３年４月１日現在の人数です。

以下、公営企業職員の給与の状況は、普通会計職員に準じます。

23年度

区　　分

総費用

Ａ

純損失又は実質収支
職員給与費

4億7,440

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

5,726 12.12億0,326

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

597 635

23年度 人 万円 万円 万円 万円

8 2,798 977 997 4,772

万円 万円

11.8

（参考）政令指
定都市を除く市
町村平均給与給与費 B/A

Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ/Ａ める職員給与費比率
22年度の総費用に占
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